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第３部 ESD地域創生に関する評価指標 

 

中口 毅博 

 

 

Ⅰ 地域創生ESD地域創生指標のフレームワーク 

 

 

１．ESD 地域創生指標の必要性と目的 

 

1) 教育機関における課題 

ESDの 10 年以降、ユネスコスクールの認定数は増加し 1,000 校を超えており、学校にお

ける取り組みは拡大している。しかし、2015 年に立教大学ESD研究所が行った調査による

と、効果について把握・評価を行っている学校は多くない。個人の態度や、資質・能力、知

識について、個別の学習プログラムの実施前後でどのような差があるのかを把握した報告

は多いが、ESD総体として、これを実施した場合としない場合でどのような差があるのか

といった観点から、定量的・客観的に評価した報告は少ない。 

表 1.1 は学力の３要素とその評価方法であるが、ESDの効果測定においては要素２、要

素３の測定が重要であり、新しい大学入学共通テストにおいても、これらが重視される。 

 

要素２はテストで測る方法があるが、ポートフォリオによる活動実績で測ることが主流

であろう。この際、単に実績を量的に見るのではなく質的に評価するためには、例えば社会

への貢献度を測ることが必要であるが、これを客観的に評価する方法は確立していない。 

 

2) 自治体における課題 

ユネスコスクールを中心に学校での取り組みは広がっているものの、地域ぐるみでESD

に取り組む自治体は必ずしも多くはない。首長部局がESDの必要性を認め、基幹政策とし

て位置づけ、全庁的に取り組みを展開していないことが一因である。そのためには、地域創

表 1.1 学力の 3 要素とその評価方法 

評価方法

要素1 知識・技能 学力評価：従来のテスト

要素2 思考力、判断力、表現力
学力評価：記述式問題、
PROGテスト

要素3
主体性、多様性、協働性
（多様な人々と主体的に学
ぶ態度）

人物評価：ポートフォリオ

学力の3要素
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生＝持続可能な地域づくりにESDが役立っているという証拠を客観的に示す必要がある。

したがって実績の評価尺度として指標が不可欠である。 

現状でESDの評価指標は、受け手の意識・行動変容や習熟度の評価に関する関心が高く、

地域全体としての評価尺度を持っている自治体はわずかである。それらの自治体において

も、目標・指標として採用しているものは、「ESDの認知度」「ESDを計画に明記している

組織数」「取り組みの実施数（講座などの開催数）」「活動への参加者数や参加団体数」とい

ったインプット指標（事業の投入量）レベルにとどまっており、これらの取り組みがどのよ

うな地域創生効果をもたらしたかといったアウトプット、アウトカムレベルまで指標化し

ているところはほとんど存在しない1。そもそも、自治体としてのESDに関する計画の目標

がインプットレベルにとどまっていることから、計画目標や取り組みを、地域創生を目指す

ものに拡張していく必要がある。 

 

3) SDGs とのリンクから見た課題 

また、国連で採択されたSDGsの達成に向けた取り組みが世界的に進んでおり、国内にお

いても企業、行政、NPOなどさまざまな主体が取り組みはじめており、ESDの対象領域や

内容を検討する上で、SDGsとの関係性の整理は避けて通れない。したがってESDの効果測

定は、SDGsの17の目標の達成度評価とのリンクを意識する必要があるといえる2。 

以上のことから、ESDが地域創生に及ぼす効果の定量化が不可欠であると言える。そこ

で本研究は、ESDが地域創生に及ぼす効果を測定する「ESD地域創生指標」を開発するも

のとする。 

 

２．ESD 地域創生指標の活用イメージ 

 

1) 教育機関 

①学び手・教え手の資質・能力評価 

学校や社会教育施設における生徒・児童、参加者の思考力、判断力、表現力や、主体性

などを評価し、学習プログラムや年間指導計画の立案・見直しのツールとして活用する。 

 

1 例えば部活動の部長として年間 200 日活動することよりも、地域の高齢者支援の活動を

年 3 回実施する方が、主体性、多様性、協働性のスキルアップにはつながると考えるこ

ともできる。 

2 本研究における地域創生とは持続可能な地域づくり（世代間・地域間・生物間の公平性に

配慮した発展）を指す。単なる地域活性化のことではない。地域創生と SDGs の関係は、

SDGs の 17 の目標達成を地域レベルで目指すものが地域創生と考える 
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②ESDにかかる活動の評価および情報公開 

学校や社会教育施設において、組織全体の年間計画・目標や、教科・事業ごとの指導計

画・目標の達成状況を評価するツールとして活用したり、ヴィジュアルに表現して成果報

告会で発表したり、報告書やホームページに掲載することで内外の関係者にわかりやす

く説明するコンプライアンスのツールとして活用する。 

③ESDにかかる活動の選定 

学校や社会教育施設において、組織全体の年間計画・目標や、教科・事業ごとの指導計

画・目標を建てる際に、その取り組みが過去や他地域でどのような効果をもたらしている

のかを把握することで、より効果的な計画を立案するツールとして活用する。 

 

2) 首長部局 

①ESDに関する政策選定 

環境基本計画、ESD基本方針、総合計画の策定・改定時において、ESDやSDGsを位置

づけ、個別施策のSDGs達成や地域創生に及ぼす効果や、計画の数値目標・指標として使

用できるかどうかなどを事前に検討するツールとして用いる。 

②ESDに関する実績評価・情報公開 

環境基本計画、ESD基本方針、総合計画の策定・改定時において、計画目標や施策の進

捗状況を把握したり施策の見直しを図るいわゆるPDCAサイクルのツールとして活用し

たり、ヴィジュアルに表現して年次報告書やホームページに掲載することで内外の関係

者にわかりやすく説明するコンプライアンスのツールとして活用する。 

 

３．ESD 地域創生指標のフレームと全体構成 

 

1) 指標のフレームの考え方 

指標のフレームは、以下の３つの考え方に基づいて作成する。第１に、UNECEの評価モ

デルのフレームに沿って、ベースライン→インプット→アウトプット→アウトカムのサイ

クルで構成する。第２に、SDGsの17の目標とリンクした構成とすることで、SDGsの目標

達成への寄与度が測れ、その実績を内外にアピールできるようにする。第３に、最低限測る

ことが必要な「コア指標群」と利用目的に応じて測ることが必要な「オプショナル指標群」

から構成するものとする。 

 

2) 指標の全体構成 

以上の考え方に基づき、指標の全体構成を図1.1のような構成とする。 
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3) 本研究で算定する指標群 

本研究では、以下の指標について算定した。指標値は最も理想の状態が100点となるよう

に、値を調整する。 

①インプット指標－地域創生政策指標、ESD政策指標、ESD活動指標 

地域創生政策指標は、全国市町村に対するアンケート調査結果より算定した。ESD政

策指標、ESD活動指標は、モデル自治体において、学校および主な社会教育機関に対する

アンケート調査によってデータを得て算定した。 

②アウトプット指標－地域創生活動指標 

①と同様、モデル自治体において、学校および主な社会教育機関に対するアンケート調

査によってデータを得て算定した。指標算定の際の各カテゴリーを統合する際のウエイ

トは、③の地域創生成果指標と①の地域創生政策指標の関係、すなわち政策がどの程度地

域創生成果をもたらしたかによって算定した。 

③アウトカム指標－地域創生成果指標 

ここでは転入者増加率、新規創業増加率、出生数増加率を代表指標として、全国市町村

別の統計データから算定する。 

 

 

 

 

 

図 1.1  ESD 地域創生指標の全体構成 
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Ⅱ 地域創生政策指標の算定 

 

 

1) アンケート調査の概要 

指標算定のためのデータを得るため、アンケート調査を行った。その概要は、表 2.1 の通

りである。詳細は「参考資料１（p.87）」を参照されたい。 

 

調査対象： 全国市町村および東京都特別区の企画調整部局 標本数：1,740 自治体 

調査方法： DM にて調査票を配布し、郵送またはメールにて回収 

調査時期： 2015 年 11 月 16 日～2016 年 1 月 7 日（最終締切） 

回 収 数： 654 自治体（回収率 37.6％） 

調査内容： 持続可能な発展の視点の計画掲載状況（12 項目） 

     地域創生(持続可能な地域づくり)施策・事業の実施状況（30 項目） 

     計画における指標・数値目標の設定状況（15 項目） 

     持続可能な地域づくりに関する組織・制度（3 項目） 

     地域の発展に関する状況（6 項目） 

 

2) 指標の算定方法 

上記のアンケートの回答の選択肢を「既に実施している」を◎、「外部組織で実施してい

る」○、「28年度末までに実施する予定」「計画等には掲載している」「計画等に掲載する予

定」を△、「実施も計画もしていない」を空白で示した。このうち◎の個数を項目数30で割

り100をかけた値を持って、地域創生政策指標とした。 

 

3) 地域創生政策指標の算定結果 

図 2.1 に地域創生政策指標の算定結果を、表 2.2 に地域創生施策・事業の実施状況の岡山

表 2.1 地域創生政策に関するアンケート調査の概要 
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図 2.1 地域創生政策指標の算定結果 



 66 

県の回答を示した。最も指標値が大きいのは岡山市の 80.0 であり、次いで津山市 70.0、倉

敷市と西粟倉村が 66.7 となった。このように都市規模が大きい自治体ほど指標値が高いが、

西粟倉村のように人口がわずか 1500 人に満たない村でも積極的に取り組んでいる自治体

が存在することがわかる。 

 

表 2.2 岡山県内市町村の回答と地域創生政策指標の算定結果 

 

 

市町村ｺｰﾄﾞ 33100 33202 33203 33205 33212 33216 33461 33622 33623 33643 33663

自治体名
岡山
市

倉敷
市

津山
市

笠岡
市

瀬戸
内市

浅口
市

矢掛
町

勝央
町

奈義
町

西粟
倉村

久米
南町

地域創生政策指標値 80.0 66.7 70.0 20.0 50.0 40.0 53.3 13.3 33.3 66.7 36.7

公共住宅の建設や公共事業の受託業者に対する、地場材や地域材の活用の義務づけ ◎ △

自転車専用道路の整備、自転車の貸し出し,パーク＆ライド用の駐車場設置、中心市街地での過度な駐車場の抑制 ◎ ◎ ◎ △ ◎

住宅団地や大規模店舗・事業所などの建設許可時に公共交通手段の確保や自動車交通発生抑制の留意要請 ◎

コミュニティバンキングなどによる金融機関との連携のしくみづくり ◎ ◎ △

地域資源を活用した生業･伝統･地場産業及び新しい産業連携の奨励・支援 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △ △ ◎

若い世代の結婚仲介や出産費用、子どもの検診・生活用品購入費用等の補助 ◎ ◎ △ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

コミュニティビジネスなど、地域内での新しい起業活動の奨励・支援 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △ ◎ △ ◎ ◎ ◎

ベンチャー企業の進出支援（例：サテライトオフィス、テレワーク環境、ＩＣＴインフラ整備等） ◎ ◎ ◎ ◎ △ △ △ ◎ △

地元企業の就職説明会や職場体験等、若い世代の就業支援 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ △ △ ◎

林地残材や製材工場端材、家畜糞尿発酵によるによる木質バイオマスエネルギーの奨励・支援 ◎ ◎ ◎ △ △ ◎

棚田オーナー制、クラインガルテン（市民農園）、農家民泊等等、グリーンツーリズムの奨励・支援

田んぼの学校、里山管理等、農林業を通じての子ども達への環境教育活動の実施 ◎ ◎ ◎ ○ ◎ △ △ ◎ ◎

農家レストラン、地場産品加工（6次産業化）、農産物販売所等の運営や支援 ◎ ◎ ◎ △ ○ ◎ ◎ △ ◎ ◎

資源のリユースや生ごみ堆肥化など、民間のリサイクル活動の奨励・支援 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △ ◎

地域の団体または住民による野生生物の生息空間（ビオトープ)の整備や修復に関する活動支援 ◎ ◎ ◎ △

住民や地元企業が主体となった自然エネルギー利用施設の導入支援や電気・熱の小売り会社の設立・設立支援 ◎ ◎ ◎ ◎ △ ◎ ◎

高齢者や障害者が福祉施設や市民利用施設に行くための送迎バス・巡回バスなどの整備 ◎ ◎ △ ◎ ◎ ◎ △ ◎ ◎

地域の環境保全活動への高齢者や障害者への参加など、環境保全が生きがいづくりにつながる取組みの奨励・支援 ◎ ◎ △ ◎

障害者･女性･高齢者の雇用環境改善による，健康で働きやすい環境の整備 ◎ ◎ ◎ △ △ △ △ △ ○

地区や集落の住民が中心となる環境改善活動や、地域の活性化・社会の改善に関する活動の奨励・支援 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △ △ ◎ ◎

地域通貨やポイントカードなどを利用した地元商店からの商品・サービスの購入の奨励・支援 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○

子どもや青少年、成人を対象にした、持続可能な社会の担い手を育成するコミュニティ教育活動の奨励・支援 ◎ ◎ ◎ △ ◎ ◎ △ △ ◎ ◎ ◎

世界の人権・貧困問題や国際協力に関して取り組むNPOや団体への財政的・物的・人的支援 ◎ △

地域づくり等の拠点としての廃校や空き教室の活用または活用の支援 ◎ △ ◎ △ ◎ △

奨学金制度の創設などによる子どもの進学の支援 ◎ ◎ △ ◎ ◎ ◎ ◎

小学校区や町会など地区単位や、集落単位での住民の自主的な計画づくりの奨励・支援 ◎ ◎ ◎ ◎ △ △ ◎ ◎

途上国への職員派遣や職員受け入れの実施（教育、防災、健康福祉、環境保全など）

空き家・空き店舗の情報整理・提供や、改修・有効活用支援 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

多世代交流・多機能型の地域拠点の整備 △ ◎ ◎ ◎ ◎ △ ◎ ◎

移住者や事業者に対する住居・事務所の提供や相談窓口の設置 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
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Ⅲ 地域創生成果指標の算定 

 

 

1) 地域創生成果指標の算定データ 

地域創生成果を「転入」「創業」「出生」の３つの視点で表すものとした。今回は市町村別

データの入手が容易であることを考慮して、以下のような成果を以下のように定義した。 

①転入 他の地域からの転入者が転出者を上回っていると効果が大きい。特に 20 歳代や 30

歳代の転入は、出生率の押し上げが期待できるので効果が大きい。 

②創業 創業事業所数や従業者数が廃業事業者数を上回ること。長期的にみれば地域資源

活用型産業の創業による効果が大きい。すなわち第２次産業よりも第１次産業や

第３次産業の創業が多いほど効果が大きい。 

③出生 出生率の低下に歯止めがかかること。具体的には出生率の将来予測を反映してい

る国立社会保障・人口問題研究所の将来人口予測値が上方修正されること。  

以上のことから、表 3.1 に掲げるようなデータを用いて算定することにした。 

 

表 3.1 地域創生成果指標の算定データ 

出典 指標項目 効果

転入超過数 20～24歳 +

転入超過数 25～29歳 +

転入超過数 30～34歳 +

転入超過数 35～39歳 +

他市町村からの転入者数 20～39歳 +

他市町村への転出者数 20～39歳 -

転入超過数 20～39歳 +

他市町村からの転入者数 総数 +

他市町村への転出者数 総数 -

転入超過数 総数 +

創業事業所比率 全産業 +

創業従業者比率 全産業 +

廃業事業所比率 全産業 -

廃業従業者比率 全産業 -

創業-廃業事業所 全産業 +

創業-廃業従業者 全産業 +

創業従業者比率 農林漁業 +

創業従業者比率 非農林漁業 +

創業従業者比率 宿泊飲食 +

将来人口推計2013,2018

https://www.e-stat.go.jp/dbview?sid=0003218720

社人研2040年予測値の差2013-2018)

総数
+

住民基本台帳人口移動報告 平成29年住民基本台帳人口

移動報告

https://www.e-stat.go.jp/dbview?sid=0003210840

平成28年経済センサス－活動調査 事業所に関する集計

産業横断的集計

https://www.e-stat.go.jp/dbview?sid=0003218720
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2) 地域創生成果指標の算定結果 

表 3.2 は岡山県において 2015 年のアンケート調査に回答した市町村を例に、地域創生成

果指標を算定したものである。実数の場合は正の値の場合、比率の場合は 10％以上の場合

を「＋」評価とし、「転入」「創業」「出生」の３つのカテゴリーごとに「＋」の個数を出し、

項目数に対する比率をそれぞれ算出した後、それを同じウエイトで合計し、100 点満点に換

算した。その結果、西粟倉村が 94.4 で最も高く、次いで岡山市の 69.0 となった。 

 

表 3.2 岡山県市町村における地域創生成果指標のデータ及び算定結果 

出生

転入 創業 出生

転入超
過数
20～24
歳

転入超
過数
25～29
歳

転入超
過数
30～34
歳

転入超
過数
35～39
歳

転入超
過数
20～39
歳

転入超
過数
総数

創業事
業所比
率

全産業

創業
従業
者比
率
全産
業

創業-
廃業事
業所
全産業

創業-
廃業従
業者
全産業

創業従
業者比
率

農林漁
業

創業従
業者比
率

非農林
漁業

創業従
業者比
率

宿泊飲
食

社人研
2040年予
測値の差

2013-
2018)
総数

33100 岡山市 69.0 3 4 1 322 -29 -43 -74 176 59 11% 10% -3% 0% 6% 10% 17% 47,730

33202 倉敷市 49.2 2 1 1 51 -34 -99 30 -52 -161 8% 7% -4% -1% 2% 7% 12% 20,609

33203 津山市 38.1 0 1 1 -54 -55 -22 -3 -134 -239 7% 6% -3% -1% 0% 6% 10% 5,752

33205 笠岡市 4.8 0 1 0 -99 -101 -36 -14 -250 -320 7% 4% -4% -3% 4% 6% -1,776

33212 瀬戸内市 49.2 2 1 1 -82 -45 -5 37 -95 43 6% 6% -6% -4% 1% 6% 12% 3,261

33216 浅口市 10.3 1 1 0 -73 -38 31 0 -80 -36 5% 5% -6% -3% 63% 5% 0% -1,622

33461 矢掛町 10.3 1 1 0 -41 -27 5 -1 -64 -48 8% 4% -1% 0% 6% 4% 15% -648

33622 勝央町 43.7 1 1 1 -22 1 -4 -5 -30 -20 7% 3% -4% -14% 3% 6% 623

33623 奈義町 42.9 0 2 1 -36 -13 -3 -2 -54 -15 10% 6% 2% -1% 14% 5% 7% 55

33643 西粟倉村 94.4 5 7 1 -3 2 11 2 12 25 14% 19% 4% 9% 21% 41% 10

33663 久米南町 10.3 1 1 0 -15 -15 1 0 -29 -30 5% 4% -14% -5% 4% 2% -188

33681 吉備中央町 4.8 0 1 0 -39 -26 -17 -3 -85 -136 7% 6% -6% 1% 4% 6% 10% -372

転入 創業+評価の個数

市町村ｺｰ
ﾄﾞ

自治体名

地域
創生
成果
指標
値

図 3.1 岡山市町村における地域創生成果指標の算定結果 
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Ⅳ モデル自治体の選定 

 

ESD政策指標、ESD活動指標、地域創生活動指標については、西日本に位置するＡ市（人

口約 72 万人）とＢ市（人口約 11 万人）をモデル自治体として、指標の試作を行った。 

 

 

1) 対象 

Ａ市は小中学校と社会教育機関を、Ｂ市は小中学

校対象とした。小中学校の対象校は、規模の大小と

ESDの活動状況で４分類し、それぞれの分類の学校

が含まれるように対象校を選定した。その結果、表

4.1 のように、小中学校はＡ市 9 校（小学校 6、中学

校 3）、Ｂ市 6 校（小学校 4、中学校 2）となった。 

社会教育施設はＡ市のみが対象であるが、公民館

8、公民館以外の行政 4、民間団体 13 の合計 25 団体

になった。 

 

2) 調査方法 

担当部署を通じ、対象組織にアンケート調査票を紙とEXCELファイルのいずれかで配布

し、担当部署を通じて回収した。担当部署は以下の通りである。 

   Ａ市：ESD推進課、生涯学習課、教育委員会学校教育部指導課 

   Ｂ市：教育委員会学校教育課指導室 

調査票の質問項目については、担当部署職員、社会教育機関スタッフ、学校長などからな

るワーキンググループにおいて検討した。 

 

  3) 実施期間 

第１次調査は、2019 年 8 月中旬～9 月下旬に、第 2 次調査は、Ｂ市のみ 2019 年 10 月上

旬に実施した。 

 

4) 調査項目 

調査項目は以下の通りである。 

・ESDおよびSDGsの実施体制（12項目） 

・ESDおよびSDGsの取り組み状況（21項目、学年3区分別） 

・地域創生活動の実施状況（20項目） 

種別 A市 B市
A小学校 G小学校
B小学校 H小学校
C小学校 I小学校
D小学校 J小学校
E小学校
F小学校
A中学校 C中学校
B中学校 D中学校

小学校

中学校

表 4.1 対象とした小中学校 
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Ⅴ ESD政策指標の算定 

 

表 5.1 にESDおよびSDGsの実施

体制の評価項目を示した。ESD政策

指標の算定にあたっては、これらの

うちその他を除く 11 項目について、

ウエイトを「取り組んでいる」を 5、

「一部の教科、一部の時間で取り組

んでいる」と「一部の学年、クラス

で取り組んでいる」を 3、「取り組ん

でいない・把握していない」を 0 ポ

イントとして指標値を算定した。 

 

 

 

1) 小中学校 

結果を図 5.1 に示す。学校の全体スコアはＢ市が 50.7、Ａ市が 24.4 となった。Ｂ市は中

学校のスコアが大きく、Ａ市は小学校のほうがスコアが大きくなった（図 5.1）。 

 

図 5.1 小中学校のESD政策指標算定値 

 

2) 社会教育施設 

Ａ市のみを対象に、表 5.1 の質問を社会教育施設用に修正してスコアを算定した。その結

果を図 5.2 に示す。全体のスコアは 50.0 と小中学校より大きくなった。種類別にみると、
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表 5.1 ESDおよびSDGsの実施体制の評価項目 

①指導計画や教育目標に言葉を盛り込んでいる

②総合学習・生活科において取り組んでいる

③教科学習において取り組んでいる

④教科横断型、合教科型で取り組んでいる

⑤課外活動において取り組んでいる

⑥幼小中高大の縦の連携で取り組んでいる

⑦カレンダー等カリキュラムマップを作成し取り組んでいる

⑧関連するツール・教材（副読本など）を整備している

⑨教員以外のコーディネータがいる

⑩学習成果の把握や評価（効果の把握）を行っている

⑪学校設定科目や特設コースで扱っている

⑫その他の方法で取り組んでいる　具体的に：
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公民館が 61.9 と最も大きく、次いで民間団体が 55.9、公民館以外の行政が 12.7 となった。 

 

図 5.2 社会教育施設のESD政策指標算定値 

 

 

 

Ⅵ ESD活動指標の算定 

 

 

表 6.1 のように、ESDおよびSDGsの取り組み状況（その他を除く 20 項目）について、

ウエイトを「教員による座学」：1、「外部講師による座学」：2、「生徒自らが調べ発表」：3、

「生徒自らインタビュー等実施」：4、「生徒自ら現地調査等実施」：5 とした。 

 

表 6.1  ESD・SDGsの取り組み状況把握項目 
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1 貧困 11 公害・生活環境

2 食・農 12 消費者

3 健康・福祉・薬害 13 気候変動

4 教育 14 海洋生物保護

5 男女共同参画 15 陸上生物保護

6 水・衛生 16 平和・国際理解

7 エネルギー 17 協働

8 労働・キャリア 18 歴史・伝統文化

9 科学技術 19 金融・税金

10 人権・平等 20 交通安全

21 その他



 72 

1) 小中学校 

結果を図 6.1 に示す。学校の全体スコアはＢ市が 48.6、Ａ市が 31.2 となった。Ｂ市は小

学校のスコアが大きく、Ａ市は中学校のほうがスコアがやや大きくなった。 

 

図 6.1 小中学校のESD活動指標算定値 

 

2) 社会教育施設 

結果を図 6.2 に示す。Ａ市のみの結果であるが、全体では 12.4 と小中学校に比べて低く

なった。種類別では、公民館が 19.8 と最も高く、民間団体 9.2、公民館以外の行政 8.0 とな

った。 

 

図 6.2 社会教育施設のESD活動指標算定値 
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Ⅶ 地域創生活動指標の算定 

ここでは、Ｂ市を例に地域創生活動指標を算定し、いくつかの算定方法の改良を試みた結

果について述べる。 

 

 

１．算定方法 

 

1) 当初案 

ウエイトを「学校単独で活動を実施している」を 1、「学外組織と協働して活動を実施し

ている」を 2、「活動を提案し対外的に発表している」を 3、「メディアを通じた情報発信活

動を自ら実施」を 4、「活動のための資金・人・物集めを自ら実施」と「提案した活動を自

らの手で実施」を 5 として算定した。 

 

2) 選択肢の改良 

選択肢のハードルが高すぎるとの判断から以下のように選択肢の表現を変更し、Ｂ市に

ついて2019年10月上旬に再調査を実施した。 

 

 

3) 算定方法の改良 

現状の算定方法では、幅広い分野で活動しているほうがスコアが高くなるが、１つのテー

マで深く活動している場合も評価すべきとの意見から、取り組んでいるテーマ数を分母＝

満点とした算定方法とした。 

 

表 7.1 アンケートの設問の選択肢の改良 

初回調査 改良版調査

１．児童・生徒が参加して、学校単独で活動を実施して
いる

２．児童・生徒が参加して、学外組織と協働して活動を
実施している

３．児童・生徒が活動を提案し、その内容を対外的に発
表している（発表の場に参加している）

４．児童・生徒がメディアを通じた情報発信活動（情報誌
や動画作成など）を、自ら実施している

４．児童・生徒の活動が、メディア（新聞やテレビ、情報
誌、インターネットなど）で取り上げられている

５．児童・生徒が活動のための資金・人・物集めを、自ら
実施している

５．活動のための資金・人・物集めを、児童・生徒が参加
して実施している

６．児童・生徒が提案した活動を、自らの手で実施して
いる

６．児童・生徒が提案した活動が、住民や行政などに
よって実施されている
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4) ウエイトの改良 

③まではウエイトを同一にしたが、地域創生に効果的な活動とそうでない活動が同じと

見なされるのは実態を反映していない。そこで、活動が生み出す地域創生成果の大きさをウ

エイトに反映させて算定した。そこで2015年の「持続可能な発展政策調査」の回答があっ

た653の市町村について、地域創生政策指標と地域創生成果指標の元データとの関連を把握

した。 

すなわち、30の持続可能な発展政策の実施状況と、地域創生効果のデータとの相関分析

を行い、相関係数の有意性の検定を行った。ただし653のうち、大都市圏（関東：１都３県、

愛知県、大阪府）の全市区町村と、全国の県庁所在都市、政令指定都市は分析から除外した。 

相関分析を用いて、地域創生成果と持続可能な発展政策の間に関係がある、つまり持続可

能な発展政策を実施したことで地域創生の成果があったと考えられる政策を選定し、政策

の重要度を数値化する。 

そこで表 7.2 に示す６つの指標を代表指標として選定した上で、相関係数が 99％で有意

なら 2 ポイント、90％で有意なら 1 ポイントとし、その合計を政策の重要度＝ウエイトと

した。その結果を表 7.3 に示した。 

その結果、「ベンチャー企業の進出支援」が 6 ポイントと最も高く、「自転車専用道路整

備、中心市街地での駐車場抑制等」「市民共同発電所や電気・熱の小売会社の設立支援」が

5 ポイントとこれに次いだ。さらに「コミュニティバンキング等の金融機関との連携」「就

職説明会や職場体験等若い世代の就業支援」「移住者や事業者への住居・事務所の提供・相

談」も 4 ポイントと効果が高いことがわかった。 

さらに表 7.4 に示すように、Ａ市とＢ市で 2019 年に行ったアンケート調査の地域創生活

動の取り組みについて、2015 年度調査の持続可能な発展政策と対応させ、それぞれのウエ

イトを定めた。これらのウエイトを、アンケート調査票の選択肢のウエイト（「学校単独で

活動を実施している」を 1、「学外組織と協働して活動を実施している」を 2、「活動を提案

し対外的に発表している」を 3、「メディアを通じた情報発信活動を自ら実施」を 4、「活動

のための資金・人・物集めを自ら実施」と「提案した活動を自らの手で実施」を 5）に乗じ、

さらにSDGsの 17 のゴール内ごとのウエイトの最大値（表 7.4 の右端の値）を分母（＝満

点）として除し、個別の指標値を算定した。 
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表7.2 地域創生成果と政策の相関分析結

No 政策

他市

町村

から

の転

入者

数

総数

転入

超過

数

総数

創業

-廃

業従

業者

全産

業

創業

従業

者比

率

農林

漁業

創業

従業

者比

率

非農

林漁

業

社人

研

2040

年予

測差

2013

-

2018

1 公共住宅等の地場材や地域材の活用の義務づけ

2 自転車専用道路整備、中心市街地での駐車場抑制等 ** * **

3 建設許可の際の公共交通確保や自動車交通発生抑制 **

4 コミュニティバンキング等の金融機関との連携 ** * *

5 地域資源を活用した生業･伝統･地場産業の奨励 **

6 結婚仲介や出産・子育て費用等の補助 **

7 地域内での新しい起業活動の奨励・支援 *

8 ベンチャー企業の進出支援 ** ** **

9 就職説明会や職場体験等若い世代の就業支援 ** **

10 木質バイオマス発電・熱利用・バイオガス利用等 * *

11 棚田オーナー制、グリーンツーリズムの奨励・支援

12 農林業を通じての子ども達への環境教育活動の実施

13 地場産品加工、農産物販売所等の運営や支援

14 資源のリユースや生ごみ堆肥化等の奨励・支援 ** *

15 野生生物の生息空間整備や修復に関する活動支援 **

16 市民共同発電所や電気・熱の小売会社の設立支援 * ** **

17 福祉施設や市民利用施設への送迎バス・巡回バス * *

18 環境保全活動への高齢者や障害者への参加奨励

19 障害者･女性･高齢者の雇用環境改善 *

20 住民主体の環境改善・地域活性化活動の奨励・支援 **

21 地域通貨やポイントカード導入による商業振興支援 **

22 コミュニティ教育活動（地域発見等）の奨励・支援 *

23 世界の人権・貧困問題や国際協力活動への支援

24 廃校や空き教室の活用または活用の支援 * *

25 奨学金制度の創設などによる子どもの進学の支援

26 地区単位の住民の自主的な計画づくりの支援

27 途上国への職員派遣や職員受け入れの実施

28 空き家・空き店舗の情報提供・改修・有効活用支援 *

29 多世代交流・多機能型の地域拠点の整備 * *

30 移住者や事業者への住居・事務所の提供・相談 * * * *

表7.3 地域創生成果からみた政策のウエイト 

No 政策

99%

有意

個数

90%

有意

個数

ウエ

イト

1 公共住宅等の地場材や地域材の活用の義務づけ 0 0 0

2 自転車専用道路整備、中心市街地での駐車場抑制等 2 1 5

3 建設許可の際の公共交通確保や自動車交通発生抑制 1 0 2

4 コミュニティバンキング等の金融機関との連携 1 2 4

5 地域資源を活用した生業･伝統･地場産業の奨励 1 0 2

6 結婚仲介や出産・子育て費用等の補助 1 0 2

7 地域内での新しい起業活動の奨励・支援 0 1 1

8 ベンチャー企業の進出支援 3 0 6

9 就職説明会や職場体験等若い世代の就業支援 2 0 4

10 木質バイオマス発電・熱利用・バイオガス利用等 0 2 2

11 棚田オーナー制、グリーンツーリズムの奨励・支援 0 0 0

12 農林業を通じての子ども達への環境教育活動の実施 0 0 0

13 地場産品加工、農産物販売所等の運営や支援 0 0 0

14 資源のリユースや生ごみ堆肥化等の奨励・支援 1 1 3

15 野生生物の生息空間整備や修復に関する活動支援 1 0 2

16 市民共同発電所や電気・熱の小売会社の設立支援 2 1 5

17 福祉施設や市民利用施設への送迎バス・巡回バス 0 2 2

18 環境保全活動への高齢者や障害者への参加奨励 0 0 0

19 障害者･女性･高齢者の雇用環境改善 0 1 1

20 住民主体の環境改善・地域活性化活動の奨励・支援 1 0 2

21 地域通貨やポイントカード導入による商業振興支援 1 0 2

22 コミュニティ教育活動（地域発見等）の奨励・支援 0 1 1

23 世界の人権・貧困問題や国際協力活動への支援 0 0 0

24 廃校や空き教室の活用または活用の支援 0 2 2

25 奨学金制度の創設などによる子どもの進学の支援 0 0 0

26 地区単位の住民の自主的な計画づくりの支援 0 0 0

27 途上国への職員派遣や職員受け入れの実施 0 0 0

28 空き家・空き店舗の情報提供・改修・有効活用支援 0 1 1

29 多世代交流・多機能型の地域拠点の整備 0 2 2

30 移住者や事業者への住居・事務所の提供・相談 0 4 4
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SDGs
No

SDGs分野
SD政策

NO.
ウエイト

ウエイト
最大値

ア 居場所の設置、食事・生活用品などの提供（貧困高齢者） 19 1
イ 居場所の設置、食事・生活用品などの提供（子ども） 19 1
ウ 居場所の設置、食事・生活用品などの提供（ひとり親） 19 1
エ 居場所の設置、食事・生活用品などの提供（途上国貧困層） 19 1

ア 農作業 22 1
イ 農産物の加工 13 0.5
ウ 農産物・加工品の販売 13 0.5
エ 飲食店・コーナー運営 5 2
オ 農家民泊 5 2
カ 食品の送付・配布 23 0.5
キ 途上国の農業支援 23 0.5
ア 健康づくり活動（対象：高齢者） 19 1
イ 健康づくり活動（対象：障がい者） 19 1
ウ 居場所の提供・話し相手（対象：高齢者） 19 1
エ 居場所の提供・話し相手（対象：障がい者） 19 1
オ 居場所の提供・話し相手（対象：ひとり親家庭） 19 1
カ 居場所の提供・話し相手（対象：子ども） 6 2
キ 料理・遊びなどの共同活動（高齢者） 18 0.5
ク 料理・遊びなどの共同活動（障がい者） 18 0.5
ケ 料理・遊びなどの共同活動（ひとり親家庭） 18 0.5
コ 料理・遊びなどの共同活動（乳幼児） 6 2
サ 料理・遊びなどの共同活動（その他） 18 0.5
シ 途上国の人々の医療・健康・福祉支援 23 0.5
ア 子ども（下級生）の学習活動支援 6 2
イ 途上国の子どもへの文房具など教育物資支援 23 0.5

ア 働く女性の生活支援 6 2
イ 女性の人権擁護活動 6 2
ア 河川・水路・池・側溝等の清掃・補修 20 2
イ 水道やトイレの設置・管理 20 2
ウ 雨水などの未利用水の有効利用 20 2
エ 途上国の上下水道設備設置支援 23 0.5
ア 企業や商店・公共施設での就労活動 9 4
イ 歴史的遺産・建築物の保護 5 2
ウ 空き家や空き教室の活用や維持管理・修復 28 1
エ 地場産品や伝統工芸品などの開発・販売 5 2
オ 観光拠点やガイドツアーの企画・運営 20 2
カ 地域情報発信媒体（新聞・放送・WEBｻｲﾄ等）の企画・運営 20 2
キ 地域活性化イベントの企画・運営 20 2
ク 不当労働行為をなくす運動 0.5
ア ベンチャーやコミュニティビジネスなどの起業 8,7 6
イ ITやAIを用いたシステム開発 8 6
ア いじめや差別、LGBTへの偏見をなくす活動 0.5
イ 途上国の支援（衣食住、教育、防災、健康福祉、環境・衛生など） 23 0.5
ウ 外国人の日本の生活・文化体験 23 0.5
エ 諸外国の生活・文化体験活動など異文化理解 23 0.5
ア 自転車・歩行者の安全走行・歩行や利用促進 2 5
イ 公共交通利用促進やマイカー利用抑制 4 4
ウ 道路・公園など共有空間の清掃・補修・維持管理 20 2
エ 道路・公園、集会所の清掃・補修など共有資源の維持管理 20 2
オ 地域の安全性調査（防災マップ・防犯マップ製作など） 22 1
カ 防災・防犯グッズの提供・製作 20 2
キ 災害発生時の避難・救護・復旧活動 20 2
ク 花や木の栽培・植樹や手入れ 20 2
ア 書籍・文具・服・靴など不要品の収集・提供 14 3
イ 生産・流通過程で発生する廃棄物や不要品の有効活用 14 3
ウ 余り食材・賞味期限切れ前食材の有効利用 14 3
エ 生ごみなど食品廃棄物の減量・リサイクル 14 3

オ
フェアトレード商品（環境や人権に配慮して生産された商品）の購
入・販売

23 0.5

ア エネルギー使用量の把握 20 2
イ 省エネ活動 20 2
ウ 再生可能エネルギー設備の製作・出資（種類：太陽光） 16 5
エ 再生可能エネルギー設備の製作・出資（種類：.風力） 16,10 5
オ 再生可能エネルギー設備の製作・出資（種類：小水力） 16,10 5
カ 再生可能エネルギー設備の製作・出資（種類：木質バイオマス） 16,10 5
キ 再生可能エネルギー設備の製作・出資（種類：その他） 16,10 5
ア 海や海辺の生物観察 20 2
イ 海辺の清掃・維持管理 20 2
ウ プラスチック製品の不使用 20 2
エ 海洋生物保護 20 2
オ 途上国などの海洋生物保護支援 23 0.5

ア 野生生物の観察・生態調査 20 2
イ 野生生物の保護・飼育 20 2
ウ 野生生物の生息空間（ビオトープ)の製作・修復・清掃 15 2
エ 途上国などの陸上生物保護支援 23 0.5

ア 平和維持・反戦活動 23 0.5
イ 国際紛争地域に住む人々や難民との対話 23 0.5
ウ 国際紛争地域に住む人々や難民の生活支援 23 0.5
ア 住民や企業との連携の場の設定 0.5
イ 多世代交流の場や機会の設定 29 2
ウ 住民組織のビジョンや事業計画づくり 26 0.5
エ 多機能型の地域拠点の設置、維持管理 24 2

取り組みの内容

15
陸上資源・生物
保護

平和16

17 協働

生産・消費12

7,13
エネルギー、気
候変動

海洋資源・生物
保護

14

9 産業・インフラ

10 人権・平等

11 住環境

教育

5 ジェンダー

6 水・衛生

8 経済・労働

2

0.5

2

貧困1

2 食・農

3 健康・福祉

4

6

0.5

5

3

5

2

1

2

2

2

4

2

2

表 7.4 Ａ市・Ｂ市のアンケート調査票における取り組み内容ごとの政策のウエイト 
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２．地域創生指標の算定結果 

ここではウエイトの改良後の地域創生指標の算定結果を示す。 

 

1) 小中学校 

結果を図7.1に示す。指標値はＡ市が12.6、Ｂ市が30.4となった。学校の種類別にみると、

Ａ市小学校が12.4、Ａ市中学校が8.1とほぼ同等であるのに対し、Ｂ市小学校は9.4とＡ市小

学校よりスコアが小さくなった。しかしＢ市中学校は34.1と最も高いスコアを示した。 

 

2) 社会教育施設 

結果を図7.2に示す。Ａ市のみの結果であるが、全体では18.9となった。種類別では、公

民館が36.0と最も高く、民間団体9.4、公民館以外の行政18.2となった。 

 

36.0 

18.2 
9.4 

18.9 

0

20

40

60

80
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図 7.1 小中学校の地域創生活動指標算定値 
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図 7.2 A市における社会教育施設の地域創生活動指標算定値 
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3) 当初案と改良案の比較―Ｂ市の例― 

当初の算定方法と改良した算定方法を比較した結果を図 7.3 に示した。 

当初方法では、Ｄ中学校が 54.1 と抜きん出ており、他の小中学校は 5～14 にとどまって

いるが、質問（選択肢）を改良するとＤ中学校が 34.0、他校が 10～15 とその差が縮まっ

た。さらに計算改良した場合はＤ中学校が 83.6 であるのに対し、Ｇ小学校、Ｊ小学校、Ｃ

中学校が 60 台と大幅にスコアが上昇した。 

さらにウエイトを改良すると、計算改良に比べると劣り、当初方法と同じくらいになった。

すなわち、Ｄ中学校が 37.6 に対し、Ｃ中学校が 12.6、Ｊ小学校が 10.3 となった。これは

これらの学校が地域創生効果の大きい「経済・労働」分野の取り組みを実施しているためと

思われる。 

 

 

 

Ⅷ 指標の相互関係 

 

 

1) ３つの指標の相互関係 

表 8.1 に ESD 政策指標、ESD 活動指標、地域創生活動指標を一覧表に示した。この 3 つ

の関係は、ESD 政策は ESD 活動の基盤であり、ESD 活動の発展形が地域創生活動といえ

る。したがって仮説としては、ESD 政策指標＞ESD 活動指標＞地域創生活動指標となると

いえる。 
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当初方法 質問改良

計算改良 客観効果

図 7.3 Ｂ市における地域創生活動指標改良後の算定値 
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結果をみると、Ｂ市においては、指標値が 50.7＞48.6＞30.4 と推移しており、仮説が成

立する。一方Ａ市においては、指標値が 24.4＜31.2＞12.6 となっており、仮説が成立しな

い。これは今回調査対象としたＡ市の小中学校が先進的であるためとも解釈できる。 

 

2) ESD 政策指標と ESD 活動指標の関係 

図 8.1 は、ESD 政策指標と ESD 活動指標の関係を示したものである。両市とも多数の小

中学校がユネスコスクールに認定されているが、全体的に都市規模の小さいＢ市のほうが

スコアが高い。 

ESD 政策指標は、Ａ市では小学校のほうが高いが、Ｂ市では中学校のほうが高くなった。

一方 ESD 活動指標では、Ａ市では中学校のほうが高いが、Ｂ市では小学校のほうが高くな

るといった真逆の結果となった。 

 

3) ESD 活動指標と地域創生活動指標の関係 

図 8.2 は ESD 活動指標と地域創生活動指標（当初案）の関係をみたものである。Ａ市、

種別
ESD政策
指標

ESD活動
指標

地域創生
活動指標

A市 24.4 31.2 12.6
B市 50.7 48.6 30.4
A市小学校 27.4 30.3 12.4
A市中学校 18.3 33.0 13.0
B市小学校 45.0 53.8 9.4
B市中学校 62.1 38.3 34.1

表 8.1 3 つの指標の総括表（学校教育） 

図 8.1 ESD政策指標とESD活動指標の関係 
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Ｂ市とも、ESD 活動指標よりも地域創生活動指標の値が大きく、学校における ESD のす

べてが必ずしも地域創生活動ではないことがわかる。その中にあって、Ｂ市の中学校は ESD

活動指標と地域創生活動指標の値がほぼ同じであり、地域創生の視点からみて効果的な

ESD が行われていると言える。 

 

図 8.3 は、Ｂ市において個別の小中学校別に ESD 活動指標と地域創生活動指標（ウエイ

ト改良版）の関係をみたものである。Ｊ小学校は ESD 大賞の受賞校であり、まちづくり協

議会や PTA と連携し「桜絆プロジェクト」を進めるなど ESD 活動は活発に行われている

が、地域創生活動指標からみた地域創生の成果としてはそれほど大きくはない。一方Ｄ中学

図 8.2 ESD活動指標と地域創生活動指標（当初案）の関係 

図 8.3 Ｂ市における小中学校別の ESD 活動指標と地域創生活動指標 
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校は「世界遺産発信プロジェクト」として現地ガイドを行ったり、ガイドマップ・リーフレ

ットを作成・配布しており、地域創生活動指標は飛び抜けて高いが、ESD 活動指標はそれ

ほど高くはない。すなわち、地域創生の面からは効率の良い活動を実施していると言える。

言い換えれば、地域の持続可能性を向上させるためには、ESD 活動を実施し地域への愛着

を向上させるだけではなく、地域創生効果の高い活動を地域の実情に配慮しながら選定・実

施していく必要があると言える。 

 

 

 

Ⅸ 本章のまとめと今後の課題 

 

 

本章は、ESD が地域創生に及ぼす効果を測定する「ESD 地域創生指標」を開発すること

を目的とした。まず指標体系を示した上で、Ａ市とＢ市の学校や社会教育施設のアンケート

より、ESD 政策指標、ESD 活動指標を算定した。また、地域創生活動指標を、活動が生み

出す地域創生成果の大きさでウエイト付けするなど４通りの方法で指標を算定した。その

結果、ESD として優れた取り組みであっても、地域創生効果が高いとは限らないことが地

域創生活動指標によって表現された。したがって本研究では、自治体の ESD に関する計画

のアウトカムレベルの目標として採用可能な指標を開発することができたといえる。 

今後さらに SDGs の 17 の目標ごとに数値化すれば、SDGs に関する目標の進捗管理指標

として活用可能である。また、学校や社会教育施設など主体ごとの指標値を算定すること

で、ローカルアジェンダ 2030 の進捗管理指標として活用が可能といえる。 
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